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研究成果の概要（和文）：本研究において対象となる農家調査は、調査実施主体でみると、農林省や帝国農会に
よる全国範囲の農家調査、旧積雪地方農村経済調査所による東北地方を中心とする農家調査、京都大学で実施さ
れてきた近畿圏を中心とする農家調査などである。いくつかの調査は、昭和恐慌をはさむ形で調査がなされてい
るので、昭和恐慌が農家経済に与えた影響を、より精緻に解明することができる。本研究の遂行により、農林省
農家経済調査の客体名簿の整備をはじめとして、戦前期に実施された農家調査のメタデータの整備を行った。ま
た、昭和恐慌が農家家計の生産性に及ぼした影響の解明をはじめとして、戦前期の農家を対象とした多くの計量
的研究を実施した。

研究成果の概要（英文）：The target farm surveys include the country-wide survey conducted by 
Ministry of Agriculture and Forestry (MAF) and the Imperial Agricultural Association, the survey 
mainly conducted in Tohoku district by the Former Snow Area Branch Office of National Research 
Institute of Agricultural Economics, the survey mainly conducted in Kansai district by Kyoto 
University. Because some surveys are conducted during the height of the Showa Depression, it is 
possible to precisely clarify the effects of the Showa Depression on farm economy. As a result of 
this research, the maintenance of object list for MAF Survey of Farm Household Economy is performed 
as well as the maintenance of metadata for farm surveys conducted in the pre-war period. In addition
 to this, clarification of effects of the Showa Depression on farm productivity and many 
quantitative research targeting the farm in the pre-war period were performed.

研究分野：農業経済学
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１．研究開始当初の背景 

戦前期には、現在では考えられないほどの

詳細な農家調査が各地で実施されてきた。政

府統計では、農商務省、農林省による「農家

経済調査」が代表的なものであるが、そのほ

かにも帝国農会によって農家経済調査、農業

経営調査を始めとする各種の農家調査が行

われてきた。その一方で京都大学が実施して

きた「自計式農家経済簿」のように、大学が

独自に実施してきた農家調査もある。また、

恐慌後の経済更生の一環として、北海道、東

北、北陸といった積雪地方には、旧農林省積

雪地方農村経済調査所（以下、旧積調）が設

置され、独自の農家調査が実施されてきた。

本研究では、これら残存する戦前期農家調査

の体系的保存が行われ、実証分析に資するこ

とができれば、両大戦間期の農家経済につい

て、新たな知見が得られることが期待される。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、両大戦間期に実施された

複数の農家調査の復元と分析を行うことで

ある。対象となる農家調査は、調査実施主体

でみると、農林省や帝国農会による全国範囲

の農家調査、旧積雪地方農村経済調査所によ

る東北地方を中心とする農家調査、京都大学

で実施されてきた近畿圏を中心とする農家

調査などである。いくつかの調査は、昭和恐

慌をはさむ形で調査がなされているので、昭

和恐慌が農家経済に与えた影響を、より精緻

に解明することができる。 

 

３．研究の方法 

本研究の方法は、復元よるデータセットの

構築と分析に分けられる。データセットの構

築では、復元と同時にメタデータが整備され

る。一方、構築したデータセットを用いた分

析では、それぞれの調査の調査内容に応じて、

両大戦間期の農家経済の生産効率性、人的・

自然災害への対処行動、世帯内の労働時間配

分、資産蓄積行動などが分析される。 

 

４．研究成果 

本研究をつうじて、戦前期のいくつかの農

家調査のメタデータの整備、データベースの

構築が行われ、実証分析も実施された。研究

の過程では、ローマ大学がハブ機関として、

世界的な史的家計データプロジェクトであ

る 、 The Historical Household Budget 

(HHB) project が進行していることも明らか

となり、ますます我が国での農家調査データ

復元の意義が高まっているといえる。本研究

で行っきた掲載あるいは投稿中の研究成果

は以下の通りである。 

帝国農会が実施した農業経営調査を用い

た分析では、集計的ショックとして戦前日本

の農村経済に甚大な影響を及ぼした昭和恐

慌をとりあげ、昭和恐慌が農家家計の生産性

に及ぼした影響を定量的に検討した。まず、

帝国農会の 10 ヵ年農家家計パネルデータを

用いて，対象期間（1924～1933 年）におけ

る農家家計の Malmquist 生産性を計測する

とともに，技術変化と効率性変化へと分解し、

その推移を検討した．次に，集計的ショック

に対して、いかなる農家家計が脆弱であった

かを検討した。その結果、第一に、恐慌発生

後の昭和５年から昭和６年にかけて、

Malmquist生産性は、他の期間にはみられな

い急激な低下が生じていたことがわかった。

また、こうした生産性低下の要因は，生産フ

ロンティアの後退による一時的な技術水準

の低下と投入要素の配分効率の低下にある

ことがわかった。第二に、昭和恐慌による集

計的ショックに対する脆弱性には地域性が

あることや、中・上層農経営の集計的ショッ

クに対する強靱性が検出された．こうした経

営規模層間の脆弱性の違いが、恐慌後の経営

規模階層変動の契機として作用した可能性

を指摘した。 

戦前期農家経済調査を用いた研究では、以

下のことがあきらかになった。第一に、メタ

データの整備では、客体名簿の整備と電子調



査票の作成、そして秘匿化された電子調査票

の作成を行った。その結果、最長で 18 年間

にわたる調査対象農家の存在が明らかにな

る一方で、保管名簿には記載があるものの現

存していない調査票や、逆に保管名簿に記載

がないが現存する調査票の存在が明らかと

なった。戦前期農家経済調査の関連資料には、

保管名簿や撮影目録、そして本研究で作成し

た電子化個票のファイルリストや調査客体

名簿など、さまざまな資料が存在するため、

これらを効果的に連結させることが必要で

あることを指摘した。第二に、昭和 6年から

昭和 16 年の調査結果を用いた分析では、昭

和恐慌からの回復期における農家の人的資

本投資に対する資産効果の有無の検証が行

われ、その検証をとおして、1930 年代の人

的資本投資の停滞の要因を考察が行われた。

第三に、昭和 17年から昭和 23年の調査結果

を用いた分析では、収支の増減要因、資金循

環分析、動態的流動性分析等の農業会計学的

アプローチにより、農地改革と税制改革が農

家経済に与えた影響について分析を行った。

その結果、戦中・戦後における農家経済にお

ける資金循環は概ね健全であったこと、農地

改革と農産物販売収入の増加が，小作農の投

資額，農家純財産を大きくしていること、そ

して、昭和 22 年以降の税制改革が所得的支

出に大きく影響していることなどが明らか

となり、戦後改革期の二つの改革は農家経済

の収支に大きな影響を与えていることを明

らかにした。 

養蚕農業経営調査を用いた分析では、以下

のことが明らかとなった。第一は、戦間期の

繭特約取引と繭価形成に関する研究である。

ここでは、契約の主要内容である繭価の形成

に着目し，特約取引とその他の取引方法との

間の繭価形成の差を定量的に把握すること

を目的に実施した。分析は、戦間期の特約取

引の下での繭価決定関数を計測し、特約取引

が繭価に与えた影響について行われたが、計

測結果は，特約取引の契約内容から得られる

予想とは異なる結果が得られた。1930 年代

には特約取引の普及段階は終了し、既に取引

の主要形態となっていた。他の取引形態にお

いても特約取引との競争関係から、品質を考

慮して繭価が決定されるようになり、特約取

引の他の取引形態に対する優位性が失われ

ていた可能性がある。また、昭和恐慌後の繭

生産量の減少により激化した特約業者間の

競争は，生糸相場の上昇時に高値を提示する

という行動を引き起こしたため、契約内容に

ある繭価の安定機能が発揮されなかったと

考えられる。この研究では、特約取引のサン

プル・セレクションを考慮することができな

かったため、計測結果がバイアスをもってい

る可能性を否定できない。しかし、特約取引

は組合単位で結ばれるため，残されている資

料からこの問題に対応することには限界が

あると考えられる。業者間の競争関係を考慮

した契約モデルの構築など、上記の結果に対

し理論面から接近するアプローチが必要と

なる。第二は、戦前期養蚕農家の桑葉市場へ

の参加と桑葉自給行動に関する研究である。

戦前期の日本では，養蚕経営に必要な桑葉の

大部分が自家桑園で自給されていた。このた

め、既存の定量的研究においても、桑葉の外

部獲得、つまり、桑葉市場に関して特別な注

意は払われなかった。しかし、戦前期の日本

にも、桑葉を売買する商人や地域市場が存在

していた。農林省蚕糸局の調査でも、自給量

に対する割合は低いものの、8 割近くの調査

農家が桑葉の外部取引を行っており、残り 2

割強が桑葉を完全に自給していた。小規模な

地域桑葉市場が広く存在し、養蚕農家は市場

環境や農家経済の状態を考慮し、桑葉市場へ

の参加を決定していたと考えられる。この研

究では、桑葉の購入・販売価格差と自給・購

入桑葉間の品質格差の二つの側面から，桑葉

の完全自給農家の存在を説明した理論モデ

ルをふまえ、繭生産関数の計測や桑葉の限界



生産性と桑葉価格の比較を行い，桑葉市場の

不完全性の要因や桑葉投入の効率性を定量

的に検討した。その結果、桑葉についての完

全自給農家は、自給・購入桑葉間の品質格差

よりも、購入・販売桑葉間の価格差によって

生じていた可能性が高く、桑葉投入の効率性

についての検証から、桑葉市場の調整機能を

支持する結果も得られた。しかし同時に、桑

葉市場の量的な不完全性も示唆された。特に

小規模な養蚕農家にとって、桑園経営と養蚕

経営は不可分であったと考えられる。なお、

上記の分析結果は比較的規模の大きな養蚕

農家を対象とした資料から得られたもので

あるため、桑葉市場の量的な不完全性が養蚕

経営に与えた影響は、実際にはより大きかっ

た可能性を示唆する結果となった。 
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